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1．はじめに
現在学校法人の財政には，国公立学校に比して，諸種の困難な問題が山積していて，こ
れが充実安定を図ることは，現下の私立学校教育振興上の重要問題であることは論を俟た
（肢1）
ない。そしてこの数年頻発する学園紛争を通して，私立学校の財政問題への社会的関心も
高まりを見せている。
（註2）
国および公共団体の私立学校に対する助成の問題は，これまでも種々論議されてきた。
特に40年7月31日，臨時私立学校振興方策調査会に対し，文部大臣は，、私立学校振興方
（註3）
策の改善について、諮問した。この諮問では諮問の理由ならびに検討すべき問題点として
次の諸点があげられている。
『(理由）最近におけるわが国社会・経済の発展に伴い，学校教育に対する国民的要望
と社会的需要が著るしくたかまっているが，とくに私立学校については，学校教育の重要
な一翼を担うものとして，これに大きな期待が寄せられ，そのあり方がわが国の社会全般
におよぼす影響はきわめて大きく，私立学校に対する施策の如何は，国民各層の注視する
ところとなっている。しかるに現在の私立学校の経済事情，その教育条件の整備状況，私
立学校に就学する者の経済的負担その他については，検討を要する多くの問題があり，そ
の解決のために私立学校の振興方策につき積極的な改善を図ることが，各方面における強
い要請となっている。よってこの際，これらの問題点につき深く検討し，私立学校の振興
方策について，私立学校の特性に即し，私立学校が国家．社会の要請にじゆうぶんに応え
るために必要とされる改善の具体策を考究しなければならない。
’
文部大臣諮問（36.8.31）学校法人の経営と助成の方策について。
衆磯院文教委員会速記録（35.12）社会党・長谷川・西村両委員と文部当局との哲疑応答。
文部大臣諮問(40.7.31)私立学校振興方策の改善について。
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（検討すべき問題点）
1．私立学校振興の必要性について
8)個人の財産拠出を基礎とし自主的に経営さるべき私学に対する公費による財政的支援
の必要とされる理由。
②私学振興方策のおよぶべき範囲と達すべき程度。
2．私立学校の特性に即しつつ公費の適正・有効な支出を確保する振興方策のあり方につ
いて。
(f)当該公費の経理の適正・確保の必要。
②当該公費支出の公益的有効性の確認の必要。
噂，前二者と私学の特性，とくにその自主性との調和の方策如何。
3．私立学校振興のための具体策について。
劇)公的助成措置の種類・方法・程度そしてその対象について，検討の必要。
4．私立学校に就学する者に対して経済的支援について。
（()奨学制度の拡充，減免税措置等間接的な振興方策について検討の必要。
5．入学志願者の変動に対処する私立学校振興方策について。
“)大学志願者の急増，高校志願者の漸減に対し特別措置の必要の有無について。
②具体的措置方法の検討について｡』
調査会はこの諮問に基づき，私立学校に対する国庫助成のあり方などについて，検討を
すすめ，去る41年6月14日，第一部会私立学校振興方策改善の基本方針について，第二部
会私立学校経営の実態についての報告案がまとまり，文部大臣に報告されたo(この諭稿完
結後42年6月30日に般終答申が文部大臣に提出された。この最終答申における問題点については後にふ
れる｡）
処で従来から私学に対する国庫助成の必要が問題として採りあげられるたびに論議され
てきた憲法89条の、公の支配、をめぐる論争が今回の報告案の中にも，また，見られるこ
とが注目されなければならない。
第一部会報告案は，その2，私立学校の公共性、の中で，、憲法89条と私学助成･と題し
て，「...…この場合に必要とされる規制の程度については次のようなやや異った意見に分
れた｡」として，次のように述べている。
「その一は，私立学校は，現行の学校教育法，私立学校法，その他の法令による規制お
よび監督を受けることで，憲法上、公の支配、の要件をすでにみたしており，今後私学助
成を強化する際公金の有効適正な支出を確保する手段を強化すべきかどうか，そのような
強化策が私立学校の自主性と調和できるかどうかは憲法論としてでなく，政策論として，
現実の必要性に即して検討がなされるべきであるとする意見である。
他の一は，私立学校の助成に当り，憲法上必要とされる公的規制は，おおむね現在行わ
，
’
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－
れている程度の公的助成のあり方を前提とすれば，現行の程度で足りると考えられるが，
将来経常費の助成のような進んだ助成方策が行なわれるような場合，その内容の如何によ
っては，これに伴なう公金使用適正確保の措置，およびその私立学校の自主性との調和の
問題は，単に政策論としてではなく，憲法論としても問題となりうるであろう，という意
（肱4）
見である｡」
処で私立学校法第59条第1項が憲法第89条後段に違反しないかどうか，つまり，私立学
校が，、公の支配、に属しているか否かが，従来から論議の的となり，現実には，国庫補
助および地方公費補助として，相当額の私学補助が行なわれてきているにもかかわらず，
私学補助の違憲説と合憲説とは相なかばし，この両説の対立は、少なくとも今後における
私学補助の噌額拡張の是非をめぐって実際的意義をもつであろうことが指摘されていたの
（膝5）
である。
臨時私学振興方策調査会の最終答申においても，私立学校があげて振興にはこの途しか
ないと強く要望してきた経常経費に対する助成，なかんづく人件費助成について「さらに
人件蜜の助成については，これに伴い必要とされる規制措置についても，他の経常費の場
合に比して特に問題が多いこともあり，今直ちに私立大学に対する恒久的な対策として全
面的に人件費に対し国が直接補助することの可否を決することは困難であり，今後引き続
き高等教育の韮本問題の検討が行われる際に，あらためて検討されることを期待せざるを
得ない｡」と述べているが，それはこの問題の根底にある憲法学説の対立の深刻さに基因
していると思われる。
このような，まさに，今日的課題に当面して，本論は，一には私学助成に対する従来の
違憲・合憲の主要な学説見解を提示することによって，それぞれの相対立している論点を
整理し，二にはこの論争に対して最近注目されてきた．いわば第三の学説即ち憲法の基本
理念や諸原則と不可分に関連させての解釈論（構造的解釈論）を紹介し，それらの批判，
考察の中から私学助成を如何に行うかという具体的政策論に対する憲法論的ブレーキを
（立法論的当否を問題とするのではなく）とり除く足がかりを探ることを目的とする。
2．憲法89条と従来の諸学説
（1）違憲説（含合憲疑惑説）
（11I.6）
（ｲ）宮沢教授の学説
違憲説の中で最も詳細に，その論説を展開されているのは，宮沢教授である。その要旨
は，次の通りである、
註4．私逝学校振興〃策改善の雄本〃針について（臨時湛学振興ﾉﾉ簾調査会筋・部会報告案）
註5．兼子仁：救育法，法律学全築輔16巻P.96
註6．寓沢俊義：日本国懸法，法律学大系，コンメタール煎IP.741～749
●
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『､公の支配、とは，国または地方公共団体の支配の意味であって，、支配、とは，その
事業の予算を定め，その執行を監督し，さらにその人事に関与するなど，その事業の根本
的な重大な影響をおよぼすことの権力を有することをいう。かならずしも，その事業の日
常の運行において，具体的・個別的に指揮する権能を含むわけではない。
私立学校法59条および社会事業福祉法56条により、公の支配、の実例として重大な先例
が作られている。前者によると，所轄庁は，国または地方公共団体から助成（補助金・貸
付金）を受ける学校法人に対して，助成に関し必要があると認める場合において，その業
務または会計の状況に関し報告を徴すること，その学校の予算が助成の目的に照して不適
当であると認める場合において，その予算について必要な変更をすべき旨を勧告するこ
と，およびその学校法人の役員が法令の規定に基づく所轄庁の処分または寄附行為に違反
した場合において，その役員を解職すべき旨を勧告する権限を有すると規定され，これに
よって，助成を受ける学校法人は，国または地方公共団体の、公の支配、に属するとされ
ている。後者では，社会福祉法人に対する厚生大臣または地方公共団体の長の同様な権限
を規定することによって，それらの事業は，国または地方公共団体の、公の支配、に属す
るとされている。
国または地方公共団体が，右の例のように，単に、勧告、する権限を有するだけで，私
立学校なり，社会福祉法人なりが，本条にいう、公の支配、に属するといえるかどうか
は，疑わしい。ここにいう、公の支配、に属するといいうるためには，国または地方公共
団体が単なる、勧告、的権限だけでなく，慈善等の事業の根本を動かすような権力をもっ
ていることが必要であろう。従って，私立学校法，社会福祉事業法に定められる程度の微
温的，名目的な監督一報告を徴し，勧告を行うこと－が，はたして本条にいう、公の支配、
に属するかどうかは，すこぶる疑問である。それらの監督手段は，決して具体的にそれら
の学校法人または社会福祉法人の事業の方向を動かす力を持っていない。この程度のこと
で，それらの学校法人又は社会福祉法人が、公の支配、に属するということができるなら
ば，すべての公益法人が、公の支配、に属するといえることになり，本条は，ほとんど空
文に帰するおそれがある。
本条の趣旨は，国または地方公共団体が補助金を出す必要があるとみとめるならば，そ
の事業を、公の支配、のもとに置かなくてはならない，言葉をかえれば，国または地方公
共団体がそれらの事業をみずから経営すると同じようにしなくてはいけない，というにあ
る。私立学校法および社会福祉事業法が，学校法人および社会福祉法人に対し，どこまで
も活動の自主性を象とめつつ，これに補助金または貸付金を与えようとしているのは，本
条に違反すると見るのほかはない。……』
宮沢教授の説が，「おそらく公の支配の解釈をめぐるほとんどの問題点を指摘している
●●●
といえるし，多くの合憲説も根本的にはこれ以上でないといってよいかも知れない。そこ
；
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では、公の支配、はつまるところ，国または地方公共団体が，それらの事業をみづから経
営すると同じようにしなくてはいけないということである｡」ことは，和田教授も指摘す
（誰7）
る処である。
ただ宮沢教授も，その註解の最後に「本条後段が日本の現状に適合するかどうか，はな
はだ疑問である。私立学校法や社会福祉事業法の右に引かれた規定は，本条後段にはむし
ろ違反すると考えられるが，そういう本条に違反すると考えられるような規定が，現実に
各方面からの要望にもとづいて設けられ，それが一般に是認されているということは，本
条後段そのものが日本の実状に適する規定でないことを，何よりも雄弁に証明していると
いえようか。本条は立法論的には，大いに検討を要する規定である｡」とされていること
は注目しなければならない。
（餅8）
②清宮教授の学説は，次の通りである
「憲法第89条は，公金その他の公の財産の支出・使用について，一般に国会の監督の
もとにおくとするのほかに，特別の目的のために設けられた規定である。すなわち，……
後段は，慈善・教育・博愛事業について，財政的援助にからんで，諸種の公私の混精をき
たすのを防止するのが，その主なねらいである。右の憲法の規定について，最も問題とな
るのは，、公の支配、に属しない事業とは何を意味するかである。種々の説が行なわれて
いるが，国または地方公共団体の監督・指導によって，組織・運営の自主性が失なわれて
いない私の事業と解すべきであろう。これに対し，人事・予算・事業の執行などについ
て，自主性を失うとみられるほどの強い監督を受けるものは，公の支配に属する事業であ
る。現行法の例によると，私立学校法59条，社会福祉事業法56条，児童福祉法56条の2な
どがある。しかし，この程度の監督では，事業はなお自主性をもち，、公の支配、に属す
るものはゑられないから，助成との関係から見て，憲法上の疑義が残される｡」本質的に
は違憲説であろう。併し清宮教授もまた次のように，その立法論的当否を問題とされてい
ることに注目しなければならない。教授はいう。
「憲法の規定は，公的な財政援助に伴い，私的事業の自主性を害することを嫌って設け
られたものであろうが，援助する以上は事業の自主性を認めず，事業の自主性を認める以
上は援助しないと割り切っている憲法の態度そのものが，立法論としては，問題である。
わが国の私立学校経営の実情は，これに対する反省材料を与えている｡」と。
（l”）
㈲註解日本国憲法に示された見解は，次の通りである
｜､公の支配、に属しない事業に限って，この禁止がある。ただどの程度に国家なり公
共団体とつながりがあれば，、公の支配、に属するといえるかが問題である。単に法律上
註7．和IH英夫：、公の支配、と私立大学，法律論叢第35巻4.5.6号
註8．滴宮四郎：憲法I,法律学全集第3巻P.215
註9．法学協会編：註解日本国憲法，下巻(2)P.1334～1336
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その団体なり事業の規格なりが定められているだけでもよいとすれば，株式会社も、公の
支配、に属することになってしまうし，法律に基づき行政官庁や裁判所の監督を受ければ
よいというならば，民法上の公益法人などすべて包含されることになる。……私立学校や，
社会福祉事業法による社会事業団体などは，従来から国庫補助を受けていた関係上特に問
題となる。．….．、公の支配、を徹底すれば，およそ事業の私的自主性とは相容れないもの
で，単に取締的な監督に服する程度では不十分なことになる。即ちその事業の経営管理に
ついて，全面的に国家または公共団体の支配およびその政策が鯵透するようなものでなけ
ればならない。したがってその事業の物的施設も，公の計画に従って行われ，また人事も
その任免監督を直接公の機関が掌ることが必要であって，いわゆる公団的なものでなけれ
ばならないことになる。このように考えれば，現在では、公の支配、に属するこの種の私
的事業というものは，見当らないことになるであろうが，本条のねらいはまさにそこにあ
るのである。即ちこの種の事業は公のものか，私的なものか，二つに割り切ってしまう趣
旨なのである。……現在程度の公の監督しかない私立学校や社会事業に補助金を交付した
り，無償で公有財産を貸与したとすることはできないといわなければならない。……この
点で私立学校法第59条や，社会福祉事業法56条は，本条に違反するという外はあるまい。
けだし，何れも自主性を尊重することが立前なので，これは完全な、公の支配、の要求と
は正面から相容れないからである。
（駐】0）
②法務調査意見長官回答に示された見解
「……憲法89条後段の規定は右に述べる趣旨に出づるものと解する。一般に慈善教育も
しくは博愛の事業は，これは民間人だけが行う場合，つとめて公の機関からの干渉や制肘
を排して民間人たる事業者自身の創意と責任とにおいて，従って，その者自身の蜜用をも
って行われるべきものである。またこれらの事業はややもすれば特定の宗教や社会思想等
に左右され易い傾向があることはその性質上十分認めうるところである。勿論このような
傾向自体は好ましくないというものではないが，このような傾向にある事業に対して公の
機関が援助，特に財政的援助を与えることは，次にのべるような種々の弊害の原因を生む
に至ると考えられる。すなわち公金がこれらの事業を援助するという美名のもとに濫費さ
れること，公の機関がこれらの事業に不当な干渉を行う動機を与えること，あるいは政教
分離の原則にもとること，さてはこれらの事業が時々の政治勢力によって左右され，事業
の本質に反することになること等がそれである。こうした事態は回避しなければならない
ので憲法はこれらの事業に対する公金その他の公の財産の支出，利用を禁止しているので
ある。これに反して，これらの事業のうちには官公立のものも存在しているように公の機
関がこれらの事業を行うことは，何等差しつかえなく，さらに公の機関が自ら事業を行っ
ているような実質を備えているものの場合にあっては，これに対して援助を与えることは
註10.昭和24.2.11法務庁澗査2発8号，連絡調整蝋務局次長あて法務調査意見長官回答。
’
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格別支障もないところである。この故に憲法は、公の支配、に属しないこれらの事業に限
って公金の支出等を禁じているのである。
右に述べた趣旨からすると憲法89条にいう、公の支配、に属しない事業とは，国または
地方公共団体の機関がこれに対して決定的な支配力を持たない事業を意味するのであると
解する。換言すれば、公の支配、に属しない事業とは，その権成・人事・内容および財政
等について公の機関から具体的に発言，指導または干渉されることなく事業家が自らこれ
を行うものをいうのである｡」
（註、）
㈱小林教授の説は次の通りである。
「……この規定も，公的な財政援助のために，私的事業の持つべき自主志が損われては
ならない，という立法趣旨に出たものであろう。しかし，具体的にどのような事業が本条
の適用を受けるか，この規定だけでは必らずしも明らかでない。とくに問題となるのは
、公の支配、に属しないという言葉の意味である。ふつうには，国または地方公共団体の
監督・指導によって，組織・運営の自主性が失われていない私の事業と解してよいであろ
うが，現行法上の立法例としての私立学校法59条，社会福祉事業法56条，児童福祉法56条
などがあるが，これらの例のように，単に勧告の権限を有するだけで（仮りにその勧告が
実効性をもつとしても)，、公の支配、に服するといえるかどうか，であろう。、公の支配、
に属するというには，当該の事業の根本方向を動かすような権力を持っていることが必要
であろうと思われる。もっとも，ここには，一方で私的な慈善・教育事業に対する公権力
の干渉を防ごうとする第89条の趣旨と，他方ではこれら私的事業の自由な発展を所期しな
がら，これに十分な財政的補助を与えることが望ましい，という二つの矛盾した要求がか
らんでくる。日本の現状に即して承れば，この後の要求も十分に考慮さるべきであろう。
第89条が，立法論的に大いに論議の余地がある，といわれるゆえんである｡」
（1）合憲説
（姓12）
“）橋本教授の学説
合態説の立場を最も詳細に展開されるのは橋本教授である。教授は違憲説の解釈が,「憲
法の条項の忠実な文理解釈といえるかも知れないが，活きた現実の社会において法が営む
機能を考察することに欠けている憾みがある｡｣と批判し，更に一歩を進めて妥当に解釈が
できるのではなかろうかとして，以下のように自説を展開されている。そこには違憲説に
対する批判をふまえた，合憲説の主張の集約がみられる。「")第89条前段と後段との間に
は大きな差異がある。前段においては，厳密な意味で，国家と宗教との分離が規定されて
いるが，後段の慈善・教育・博愛事業などは，国家との厳密な分離を本質的に必要とする
ものではない。⑨国または地方公共団体の事業と私の事業との区別を厳密にし，両者の中
註11.小林直樹：憲法識義ⅣP､424～425
註12.機本公亘：憲法原論P.369～370
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間に位する事業の存在を排斥するということが，わが国の現実において，いかなる意味を
もちうるか。これらの事業の衰微と，財閥ないし外国からの援助－それによる干渉の可能
性一などが考えられる。㈲現代国家が国民生活の各分野で，調整的および助成的機能を営
んでいることを否認することはできないであろう。②まして教育事業のごときは，国の事
業として行われているものについても，政治からの独立を強く要請されることは私立学校
と異なるところはないし，私立学校といえども，国家からの干渉を完全に排斥しうるもの
ではない。㈱従って，第89条後段の趣旨を次のように解すべきである。すなわち，公の財
産が，慈善・教育・博愛の私的事業に支出され利用に供された場合，完全に私的事業の自
由に委ねられるものとすると，公の利益に反する運営が行われる可能性がある。そこで，
国は財政的援助をなす限度において，その援助が不当に利用されることのないように監督
を要する。これをいいかえると，かかる監督に服しない私的事業に，公の財産を支出し，
利用させてはならない。これは，あわせて国費の濫費を防ぐという意味もあろう（特に教
育等の事業をあげたのは，むしろ，これらが，通常国から援助を受けることが考えられる
からである｡）従って，私立学校法第59条に定める限度の監督をもって，、公の支配、に属
すると認めることが妥当であろう。㈲現実の立法（私立学校法59条，社会福祉事業法56条
等）も，この解釈に従って行われており，一般に是認されている｡」
（狂13）
②鵜飼教授の見解
「私的な慈善教育博愛事業が国家財政から分離されなければならない理由は，宗教の場
合と必ずしも同じでない。けだし，これらの事業を，直接に国家の事業として行うことは
なんら差支えないからである。したがって，これらの事業は，宗教のように，事業そのも
のの本質からいって，国家財政と分離する必要があるのではなく，、公の支配、に属しな
いで私的経営として行われているかぎり，これに公の財産を支出することが，その本質を
傷つけるという考慮に出ているのである。しかしながら，日本社会の現実から見ると，む
しろ国が，私的事業の自由な発展を所期しながら，これに十分な財政的補助を与えること
が望ましいと思われる。私立学校法59条により国または地方公共団体から助成（補助金・
貸付金など）を受ける学校法人に対しては，必要があれば業務または会計の状況に関して
報告を徴するなどの監督が行われ，かくして，これらの法人は、公の支配、に属するもの
と解されているo憲法89条のおかれた，社会的状況からいえば，この種の方法を適憲と解
するのが正当であろう｡」教授の学説で特に注目すべき指摘は，政教分離ないし国家の非
宗教性を問題考察の基本態度とし，教育事業の如きは，その本質が，元来国家財政の中か
ら分離する必要のないもの，というよりむしろ，日本社会の現実よりすれば私的事業の自
由な発展と財政的補助は，両者の適正な調和こそ望ましいものとされている点であろう。
註13.鵜飼信成：憲法（岩波全濁)P､249～251
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（註14）
㈲田畑教授の見解
この場合、公の支配、に対する見解は，前に述べた違憲説よりも広く解され，国の支配
下に，特に法的その他の規律を受けているものであればよいとの立場をとられている点に
特色がみられる。教授は，次のようにいわれる。
「､公の支配、に属する事業とは，単に国または公共団体自体の経営的支配をする事業
というのではなく，国家の支配の下に特に法的その他の規律を受けている事業という意味
のものである。したがって，国立国営のものも，公立公営のものも，私立私営のものも，
国家の支配下に特に法的その他の規律を受けるものは，すべて、公の支配、に属するもの
であるということになる。この意味において，、公の支配、に属しない事業とは，それ以
外のものであって，たとえば，特殊学校（政党や組合の経営する政治学校や労働学校）の
ごときものが，その範晴に入るのであるが，特に教育基本法・学校教育法等によって法的
支配を受けている私立学校は、公の支配、に属するものであるといわねばならない。した
がって，かくの如き、公の支配、に属する私立学校に対しては，公金その他の公の財産を
支出し，または，その利用に供してもよい，ということになるのであるo」
（註15）
（二）有倉教授等の見解
「法定の系統に属する学校（学校教育法第1条は，これを小学校．中学校．高等学校・
大学・盲学校・聾学校・養護学校・幼稚園に限っている｡)が、公の支配、に属するかど
うかということは，学校教育制度の目的と，現実とを勘案して，法定の系統に属する学校
が公の性質をもつものであることから演釈し，それが法的規則を受けることや監督庁の監
督に服することなどの法令の諸規定から帰納して，綜合的に考究されるべきことである。
このように考えてはじめて，法定の系統に属する学校は，私立学校であっても，憲法89条
にいう、公の支配、に属するものであるといえることになるのではなかろうかoしかし，
一般に危険視されるように，法定の系統に属する私立学校が、公の支配、に属するという
ことは，それが国や地方公共団体によって不当な干渉を受けること，不当ではないにして
も，学問の自由や教育権の独立が侵害され，学校経営の自主性がそこなわれることを容認
するものではない。国立・公立の学校のほかに，私立学校の存在が制度上認められている
ということは種々の理由もあるであろうが，多くは国立．公立の学校とは異った設立趣
旨，したがって校風をもつ学校の存在が，学校教育事業の非画一化，多様性，多彩性の尊
重の意図にかない，やがては，学問の自由，教育権の独立に通ずるものであるという理由
によるものであろう。法定の系統に属する私立学校を、公の支配、に属するものと考える
からといってその特殊性が無視されてよいものではないのである。このように考えれば，
法定の系統に属する私立学校に対して，公金その他の財産を支出し，またその利用に供す
一
註14．田畑忍：日本国憲法条義P.325
註15．有倉遼吉編：教育と法律（新井隆一執筆)P,304～306
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ることは，かならずしも憲法89条の趣旨に反するものではないといいうることになるであ
ろう。そのように承るとき，私立の学校に対して，補助金を与え，またはとくに有利な条
件で貸金を行なう旨を定める私立学校法59条の規定は，違憲の規定ではないといいうるの
である｡」
教授等は以上のように論じ，最後に「成文化された法の負っている宿命」として「法は
立法のときからすでにして古いものとなる｡」と述べ，したがって，「法の解釈とは，この
ような静態性をもつ法に，動態性を与えようとする意味をもつべきものであるo」とされ
ている。このような見解は，次のような有倉教授の論述と軌を一にするものといいうるで
（註]6）
あろう。
「文理解釈に徹底すれば私立学校法違憲説の言うところは肯定されうるであろうが，こ
の様な解釈をもって憲法89条を承るとき，その趣旨，目的が活かされたということはでき
ないであろう。仮りに，憲法89条の規定の趣旨・目的が，かかる解釈のもたらすものと一
致するものであるとすれば，憲法のこの規定は，すでにして，立法論の段階において検討
さるべき問題に帰するからである｡」
㈱文部省の見解
所轄行政庁としての文部省は，この問題に関し，さきの法務調査意見長官回答とは反対
（註17）
に要旨次のような合憲説を述べている。
「私立学校の所管省である文部省では……私立学校は，国が本来行うべき教育事業を特
許を得て，国に代って行っているものと解され，教育基本法にいう公の性質を有するもの
で，その設置，廃止および設置者の変更について所轄庁の認可を要し，また法令の規定に
違反した場合等には所轄官からその閉鎖を命ぜられる･また，校長教頭については，厳格
な欠格事由が定められているとともに，所定の免許状を必要とし，校長を定めて所轄庁に
届出でなければならない。さらに教科用図書は国定または検定の教科用図書を使用しなけ
ればならないとともに，高等学校以下の教科内容は文部省所定の学習指導要領の基準によ
らなければならないこと等’学校教育法の下において少からい、公の支配に、属している。
さらに，私立学校の設置主体である財団法人については，その設立，寄附行為の変更は
主務官庁の許可を必要とする外，法人の業務は主務官庁の監督の下に置かれ，主務官庁は
その設立許可の取消を行うことができる等これまた民法の規定に基いて種々 の､公の支配、
を受けている。
従って，私立学校は前述の、公の機関が自ら事業を行っているような実質を具えてい
る、かあるいはそれに近いものであると考えられる。故に私立学校に対する援助は何等差
支えないものと解した｡」
’
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有倉遼吉，天城勲共著：教育関係法ⅡP91～95
編田繁，安島弥著：湛立学校法詳鋭P.31
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3．私立学校法制定の理由及び経過について
以上、公の支配、を論点としての憲法第89条の主要な学説を提示したが，ここで，私立
学校法制定の理由とその経過を，とくに，私立学校法第59条と、公の支配〃との関連の論
議を中心として考察しておこう。
終戦後において,，私学問題は，特に重要な問題となった。教育刷新委員会においても種
々論議検討されたが，
(1)私立学校の特性にかんがみ，その自主性を重んずる教育行政組織を確立すること。
(21私立学校の経営主体を学校法人という特別法人として．その教育的民主的運営組織を
定めるとともに，その公共性を高めること。
(31それによって私立学校教育の助成を図り当面の教育政策の推進の途を開くこと。
この三つを狙いとして，つまり，私立学校に関する制度的問題と併せて現実の要請を解決
する必要から，私立学校法制定が建議された。併し，私立学校に対して，憲法第89条との
関連で国または地方公共団体が必要な助成を行うことができるか否か。これが私立学校法
制定に際しての論議の中心であり，最も解決困難な問題であった。憲法制定議会において
は，次のような論議が重ねられ，私立学校は諸種の点で公の機関によって監督を受けてお
り，従って第89条の、公の支配、に属しない教育には該当しないものと一応解釈されてい
た。
（註】8）
憲法制定会議の審議における論議の中から立法者の意志を見よう。
加藤シヅエ（日本社会党）『….また公の支配に属しているというのは，政府当局が直
接経営していらっしゃる事業をいうのでございますか，そそこを伺います｡』
厚生大臣，河合良成｡『公の支配に属するという意味は国の直接やっていることは勿論で
ありますし，また公共団体のやっているものも勿論でありますが，その外，国の監督して
いるものも含むつもりでおります。そうしますると，社会事業法などにおいてやっており
ますものは，やはり公の支配に属するものという解釈でおります。それ以外，国の監督に
属しませぬもので，全然関係のない私設のものは，この中に入らない，斯ういう風に解釈
しております｡』
ll1崎岩男(FI本進歩党）『学問の自由ということをここに設けて置きまして，そうして
草案の第85条（憲89条）の中には公の支配に属しない教育等の事業というものに対して
は，公金その他のものを使ってはならぬとある訳でありますが，そうしますると，私立学
校に対･しましては補助金が出ないということになりますが，如何なものでしょうか。』
国務大臣，金森徳次郎『学問の自由ということは，補助金を出すか出さぬかということ
に関係のない規定でありまして，……一見恰も私立学校には補助金を出せないように見え
註18．逐条日本国憲法審議録第3巻（滴水伸繍著)P､664～670
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るかも知れませぬが，それは上の方に，公の支配に属しないと但書が附いております。そ
れが公の支配に属すれば補助金を出して宜い，公の支配に属するという言葉の意味はどう
いうことかと申しますると，やり放しのやり方のままに学校が置かれていれば，それは補
助金を出してはならない。併し国家の定める法令を基礎として国家がそれを十分いわば監
督とか管理とかいう方法を執っているならば，補助金を出して宜い，こういうのでありま
して，現在の私立学校の大部分に付きましては，法令に依って国家が管理しているものと
考えております｡』
佐々木惣一（無所属）『……公の支配に属しないということは分りました。特殊な監督
に属しないということになるようでありますが，それがちょっと分りにくいのですが，そ
うすると私立大学なら私立大学に国家が補助してやる，そして何も対償という訳でではな
いけれども，補助すると同時に特殊な監督に入れてしまえばそれで宜いのですか。特殊な
監督にあるという状態が前になければならないのですか｡』
国務大臣，金森徳次郎『特殊な監督というのは他のものに比して特殊の監督ということ
で，私立大学相互の間に特殊な監督があるということをいっている訳ではありませぬ。今
日国家は私立大学に対しては一般公法人に対するよりも特殊な監督をしておりまして，そ
れがここにいう公の支配という言葉の内容に当る程度の監督になっていると考えておりま
す。そういう監督の関係にあれば支出をしても宜しい。それが予めそういう関係にあるか
補助を受けた時にその関係にあるかということは，別に区別する所はございませぬ｡』
このようにして立法者意志説によると，私立学校が，、公の支配、の下にあることは，
明白なのであった。そして，それ故に，私立学校に対して助成が可能と解されていた。し
かし，その後，前述のように法制局の違憲的解釈をはじめ，有力学者の相つぐ違憲説の展
開によって，、公の支配、の概念は動揺して定まらず，ために，その後の関係立法に，何
時もブレーキの役割りを果して今日に至ってきたのである。
そして，この事が特に問題となったのは昭和24年私立学校法制定の時であって，最後ま
で憲法第89条の解釈をめぐって私立学校に対する助成すなわち補助金，貸付金の支出等に
関する条項が容易に決定せず，私立学校法案は重大な暗礁に乗りあげた。その後，
『.…．､種々 研究の結果，憲法第89条の解釈上教育事業が、公の支配、に属するという前
提に基いて助成ができるということから一歩進んで、公の支配、に属するために必要なあ
る程度の条件を具備すれば，即ち補助貸付等の助成の条件としてある程度の監督に服する
ことによって、公の支配、に属すれば足りると考えられる。即ち、公の支配、に属するこ
とと補助とは表裏の関係にある。もともと憲法第89条の立法精神が公金等の濫費を防止し
ようとする点にあるとすれば，助成を行う事業に対して，一定の干渉，指導，監督ができ
るのであれば，この点は解決されるものと思われる。
かような解釈に基いて次に考案された方法は，助成を受けた学校法人およびその設置す
’
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る学校に対して，所轄庁は学校教育法等に規定する監督事項の外に，少くとも，学則の認
可（教科課程，収容人員，教員組織，授業料および入学料を含む)，予算の変更，決算の
承認並びに法令の規定に違反した場合等において法人の役員および校長の解職を行うこと
ができる権限が与えられることが必要であるとするものであった。この案は，助成を受け
た学校法人に対してのみ，助成の条件として右のような監督事項を設けようとするもので
あるが，学則特に授業料等の認可，決算の承認，校長の解職権等余りにも強力且つ広汎な
権限を所轄片に与えることは，私立学校行政の実情にそわないものとして，文部省および
私学団体総連合会は協力して反対の態度をとった。
憲法第89条の規定は，他面教育の事業に対して公金を支出することによって，その事業
に対していわれなき干渉が加えられることを防止しようとするものであると解釈される
が，その意味からも必要かつ最少限度の監督事項に限ることが，憲法の意図するところに
合致するものと考えられる。従って，右のような広汎な監督権を設けることは，私立学校
の自主性を重んずる趣旨からも妥当でないから，これをできる限り制限することとして，
私立学校法第59条の規定に見らるるように，助成を受けた学校法人から業務，会計の状況
に|對して報告を徴すること，予算について必要な変更を勧告することおよび役員の解職を
勧告することができることとして決定した。
かように，私立学校法第59条は，幾多の論議の末生まれたものであり，憲法の精神と，
（註19）
私立学校の性格並びに現実の要請との調和点がここに見出されたのである｡』
この私立学校法の制定の経過を顧みて，『私立学校法が，一方では態法の、公の支配、
の条項のわくを遵守しながらも，他方では，日本の私学のおかれた社会的現実そのものが
私立学校法の制定を要請せざるを得なかったということ，したがって，私立大学は，これ
らの要請に応えるためには，教育事業の、公共性、の原則に拘束されつつも，その、公共
性、と矛盾しない限度．態様における、自主性、を維持しなければならぬという二重的性
（註20）
格を内包するものである｡』ことは和田教授の指摘する処である。
4．論点の整理と憲法89条の構造的解釈論
和田教授は，従来の違憲・合憲両説の論点を整理して，第一に、公の支配、の概念の広
狭について，、公の支配、に対する解釈的差異，いわばその広義と狭義との対立が明らか
であること。この相違が，違憲・合憲両説の岐路になっていること。第二に，憲法解釈の
基本的態度について，違憲説が，憲法89条の忠実な文理解釈であるのに対し，合憲説は，
総じて，日本社会の現実に即した，いわば法社会学的，合理主義的，目的論的解釈をして
いて，憲法解釈の基本的態度に大きな差異が見られること。第三に，教育事業の公共性に
註19．摘出・安島共著：前掲苫P.33～35
註20．秋川英夫：前掲論文P.200
』
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対する認識について，教育事業というものの本来的性格が，仮えそれが何びとによって経
営・管理されるにもせよ，決して純粋に私的な性格なものではありえないこと，従って国
や地方公共団体は，その限度やあり方に問題があるとはいえ，常に，それに深い関心を持
たなければならないこと，このことは，今日の憲法原理のもとで，いよいよ重大な問題と
なってきていること，これらの点の認識が，総じて違憲説には欠けている様に見受けられ
ること，の諸点をあげ，続いて『以上の様な諸点で相対立する諸学説の検討の上に立っ
て，しかも、公の支配、を単に憲法89条だけの問題としてではなく，憲法の全体系からす
る構造的理解の中において把えることにより、公の支配、をめぐる憲法89条解釈の再構成
を提示し，現実の解釈論としても，合憲説の可能である所以を明らかにする｡』として従
（註21）
来の諸学説に対し，次の様に所説を展開されている。
『およそ憲法の解釈においては，ある特定の一ケ条の桑孤立させて解釈することが妥当
でないことは、もちろんであるが，このことは第89条の解釈についても全く，いや，とり
わけ妥当するoつまり、公の支配、の正しい解釈は，第89条のみの問題ではなく，憲法の
諸原則ないし憲法の全体系からする機造的理解のなかにおいて，得らるべきものである。
まず何よりも、公の支配、と私立大学の関係を今日の日本社会の現実において正しく解釈
するためには，憲法の第26条によって明示された文化国家の原則，大学高等教育の充実・
普及に対する国家的義務と責任の認識が論理的に前提とされなければならない。かような
国の責任・義務は，もとより法律上の義務とはいえず，むしろ，政治的・道徳的義務なの
であるが，それが，間接的かつ実質的には，憲法の要請する民主国家の育成・充実の指導
理念に奉仕し，その中核的要件をなすものであることに注意しなければならない。次にい
うまでもなく、公の支配、の解釈は，憲法20条の政教分離の原則によって限界づけられな
ければならないと同時に，他面，憩法23条の学問の自由という，いわば制度的防塞によっ
て保障されねばならないという点では，国公立の大学と同様であることにも注意する必要
がある。したがって，国家権力－それが国会であれ，行政各省であれ－からの不当な干渉
圧迫が私立大学の場合に排除されるべきことは，まさに，国公立大学と同一なわけであ
り，また，私立大学における特定民間財閥からの不当な干渉・圧迫に対しても，同様に，
学問の自由の保障が守られるべきことは，窓法上，もとより当然なことである。こうし
て，憲法89条の、公の支配、は，たんなる財政条項の一ケ条として解されるにとどまら
ず，むしろ，憲法の基本理念や諸原則と不可分に関連させてこそ正しい解釈がえられるの
ではなかろうか｡』とその基本的な所説を明らかにした後，、公の支配、について広義説を
支持する理論的根拠として，私立学校に対する、公の支配、の解釈は，何よりもまず，憲
法26条の示す文化国家原則の理念と日本の現代社会の生きた現実とから再構成されなけれ
ばならないとし，『態法26条は，いわゆる社会的基本権の一つとして，それ自体が直接的
一一一一
註21．秋田英夫：前掲論文P.201～206
??
I
I
｜
’
＃
i
！
私立学校助成制度と憲法解釈 8Z
な法規範性をもつ規定とはいえないにせよ，自由にして民主的な憲法の予想する新しい国
家像の充実にとって不可欠な前提である文化国家の原則を提示したことは明らかである。
国は，右の社会的埜本権の充実という，国民の要望に対応して，政治政策上，可能な限り
の教育体系を，広く，深く，整備充実しなければならない義務一少くとも政治的・道徳的
な－を負う｡(中略）そのような義務は，学校教育に関する，次の三つの方式によって行
われたわけである。－は，国みずからこれを設置し，経営し，管理する方法，すなわち国
立学校であり，二は，国が地方公共団体をして設置，経営し，管理せしめる方法．すなわ
ち，公立学校であり，そして，三は，これを民間の，学校法人の設置に委ねて，これに経
営・管理せしむることである。右の三方式のどれをどのような条件の下で，どのような方
法で選択するかは，むしろ，憲法26条の運用の下での国の文教政策の方法論的・政策論的
問題にすぎず，憲法26条そのものの観点においていうならば，右の三方式の如何を問わ
ず，究極において，文化国家，ないし，教育国家の理念の充実した，整斉はつらつたる運
用と展開を実施すればよいのであり，またそうしなければならぬことが要請されているの
である。ところで，右の文化国家の発展に対して，日本の私学，とりわけ私立大学の，担
うべき責任ないし役割の大ぃさは，現実において．否定ないし過少評価されえないもので
あることは，今さら統計的に詳述の要はないのであり，かような前提において考えるなら
ば，大学の設置・運営管理において，国立方式によるにせよ，公立方式によるにせよ，は
たまた，学校法人による私立方式によるにせよ．バランスのとれた体系的な，学校教育体
制を整備し，発展させなければならないことは，当然のことと思われる。しからぱ，このよ
うな憲法26条の文化国家の原則に対し，憲法89条はどのような意味と解釈が与えられるべ
きであろうか｡89条は，第7章財政の章の，いわば一つの財政技術的な制限規定たるにす
●●●●●
ぎぬ。憲法の解釈論において，憲法の原則的規定が－第26条はまさにそのような原則的規
定の一つである－憲法の注術的規定一第89条はまさにそのような技術的規定の一つである
－に優位すべきことは，およそ，解釈論のアルファであり，オメガーである。このような
観点から，第89条の、公の支配、の条文は，第26条の教育義務＝教育権の条文との解釈論
的コンテクストにおいて，可能な限り弾力的に広義に解釈すべき憲法理論的な根拠がある
と考える｡』と述べ，さらに広義説支持の第二の論拠として，私立学校の設立における｢認
可」制度に注目して，私立学校法第30条・第31条を指摘した後『ところで，右のいわゆる
認可とは、どのような意味と制度的背景をもつものであろうか。それは，行政行為論にい
ｵつゆる形成的行為の一つであり，、第三者のためにその法律的行為を補充してその効力を
完成せしめる、補充行為の一つなのであり，あるいは，さらに詳しく、第三者としての国
家が，他の当事者間の行為につき，一定の法律的効果を発生させるために，それを承認
し，それに同意を与えることによって，その当事者間の行為の効力を補充し，もってその
行為の効力を完成させてやることである、といってもよい。ところで，かような認可の制
一一■－－一一一一一一一 一心上■曹二
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度がなぜ私立学校の場合にとられているのかを検討することは，、公の支配、と私立学校
の正しい解釈のためにも必要なことである。認可という制度が認められる場合には，わた
くしは，そこには，国・公共団体が，いわば保護監督者の立場においてその行為を見守っ
ており，そうして，本来的にいって，そうした内容の問題につき，自己の権限の潜在的に
留保して然るべきなのだ，という考え方が前提となっていると解したいのである。したが
って，このような内容の事業に対しては，欲するならば，公共的な立場から合理的な方法
や限度においてコントロールすることは，もともと，差支えないのである。一面からいえ
ば，私立学校の設置も学園当事者に一任してもよさそうに思えるが，しかし，他面，ひる
●●●●
がえって考えると，これを放任しておけば，公的な一国の公的性格をもつづき国民の教育
（教育基本法6条）がでたらめになり，ひいては．民主政治の充実，文化国家の達成に支
障を来すおそれもある。私立学校の認可には，およそ右のような制度的な理由と事情があ
るのであり，このことは，憲法89条の問題に関連させるならば，まさに，、公の支配、と
私立学校との解釈における広義説を支持する論拠となるのではなかろうか｡』と論じてお
られる。
また，和田教授は，、公の支配、の解釈と関連して．とりあげられなければならない問題
として，一見矛盾する概念のように見える私立大学における、公共性、と、自主性、の意
味およびその関係について，私学法違憲説の前提には，おそらく矛盾の認識が暗黙のうち
にあったのではないかとして，私学の、自主性、は，公的な任務と責任を自覚した，すな
わち，、公共性、を深くその前提において内包した意味に理解さるべきことを法論理的に
詳述されておられる。この点については，昭和27年11月18日，私立学校法案審議の衆議院
文部委員会で，当時，日本学術会議代表我妻栄東大教授が，参考人として，『……第三に，
本法案の助成に関する部分の規定については卒直について甚だ遺憾である。補助金を交付
するためには，この法案の定める条件および監督は必ずしも強すぎるといっているのでは
ないoこの法案の考え方は憲法第89条の解釈から，教育事業を担当する私立学校について，
助成するには，これを公の支配に属さしめなければならないとするものである。公の支配
に属する私立学校，まことに奇妙な観念である。私立学校とは公の支配に属さないことを
生命とするものではあるまいか，何とかしてかような観念を避けることはできなかったで
あろうか。勿論今日のわが国の私立学校が窮乏の底にあることは承知している。しかし，
一時の窮乏のために公の支配に属したという刻印を押されることは私立学校の衿持を捨て
ることである。わが国の伝統を誇る私立大学が，多くもない助成金か低利資金のために公
の支配に属するものとされることを，わが国の文化のために悲しむのみならず，私立学校
に対する助成は，戦災の復興に限るべきだと思う。経常費を自ら賄って行けない私立学校
までも国家の助成によって存続させることは決してなすべきではないと信ずる。従って単
に戦災復旧のために，補助金ではなく低利資金の貸与をすることにし，これを公の支配に
’
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属させないで即ち憲法第89条の制限にかかわらないものとして実行する方法を講ずること
ができなかったかoしかし，事態の急迫していることを理解しないではない｡ゞ憲法第89条
の冷厳不当であることを今日論じても，今日の窮乏の救済になり得ないoかようにして，
本法案のこの点に関する規定をもって，今日の情勢上やむを得ないであろうという結論に
達する｡』と述べられたことを想起すれば，和田教授の前述の論述は極めて重要な意味を
もつものといわなければならない。
5．結
??
本小論において，私が意図したのは，私学助成をめく･る従来の違憲・合憲の論争から論
点を整理し，さらにこの争点をめぐって，憲法論の上から解釈的構成を試み，私立学校法
59条の合憲説を展開してそれに新たな理論づけをせんとする第三の学説を紹介するととも
に，それらを批判し，考察しようとすることであった。
ここで，若干の批判と私見を述べて，結語に代えたい。
前述の論点の整理でふれているように，従来の違憲説は，日本の現実社会における私立
学校のおかれた状況と役割に対し認識が必ずしも十分でないように思える。特に橋本教授
が，（教育事業について）国または地方公共団体の事業と私の事業との区別を厳格にし，
両者の中間に供する斗喋の存在を排斥することが，わが国の現実において，いかなる意味
をもつかと，その危険性を指摘し，現代国家が，国民生活の各分野で調整的および助成的
機能を営んでいることを否定することはできないとされていることこそ正論であって，和
田教授が，社会奉仕国家あるいは給付国家が広範に展望され，各分野において，推進され
つつある現代二一|･世紀中葉の国家において’ひとり，教育事業にのみ，国が無関心，無奉
化無給{､l･であること，いや，あらねばならぬということは，事がらそのものからみて，
合理性を欠くものであり，あえていうならばナンセンスの極象であると断じられているこ
とに，私は，大いに賛成したいと思うo
しかし，従来の違憲説はいうまでもなく，橘本教授のこのような法社会学の立場からの
論述を含めて、多くの合憲論にも，、公の支配、を正面から憲法第26条を立脚点として解釈
論的構成を試承ているものがほとんど見当らないことは，憲法の解釈が，あくまでも，体
系的，構造的になさるべきものという点では，必ずしも十分でないうらみがあると思われ
る。そのために，この問題が，立法論的当否の問題として論じられることが多くなり，ひ
いては，国家の緊急かつ重大な責務である私学への助成補助政策にブレー キをかけがちで
あることを考えるとき，和田教授の主張される現実の解釈論としての構造的解釈論を支持
したいと考えるのである。このような構造論的解釈論の発展こそ，私学助成の具体的政策
論に対する憲法論的ブレー キを取除く足がかりになると考えるからであるo
8尋 古瀬卓男
〈参考＞
昭和31年5月16日成立の憲法調査会法によって，昭和32年7月30日憲法調査会が発足し
た。この会によって，昭和33年3月の第11回総会より昭和36年7月の第54回総会に至るま
で，憲法の章ごとに，その運用の実際についての調査が行われた。その結果は，憲法調査
（註22）
会第二委員会より次のように報告されている。
「これは解釈運用上最も問題となる規定である。学説は，およそ私的自治をたてまえと
する事業への支出，使用を禁止するという最厳格説，当該事業が国家目的に必要とされて
国家の立法的規制に服してさえいれば支出，使用は禁止されないという最柔軟説を両極と
して，その間に無数のニュアンスをもって存在しているが，政府の公的見解は，本条にい
う、公の支配、とは，、権限に基づかない事実上の支配を含まないことはもちろん，公の
機関が単に抽象的な監督権限を有するだけでも不十分であって，その事業を現実に支配す
る具体的な権限が法制上定められていることを必要とする、と解している（高辻正己参考
人)。そして，補助金支出入が是認される程度の、公の支配、とはどのようなものか，そ
れを定めるテストケー ス立法として私立学校法があったが，これは国会で問題なく成立し
た。そのため，この先例を追って社会福祉事業法．児童福祉法が立法されている（林修三
参考人)｡けれども，これらの諸立法についても，これらの程度の支配では憲法本条にい
う、公の支配に属する、とはいえぬとの批判もあって（清宮四郎参考人)，論議の帰する
ところは一定しない。この間には，本条の解釈的不明確さ，および，これが日本の社会的
現実において私立事業の発達を害することを理由とした廃止論も見られる。本調査会にお
いても，その故に本条は現状において破られているのだとの見解があった｡(広瀬久忠委
員）が，逆に，財政的援助をする限り私的自主性を認めぬ趣旨であると解し，また，後段
は前段からつづけて宗教的事業に対してのみ禁止するものと解釈する余地あることも紹介
して，意味不明確な以上，本規定の措置に対しては一概にいえぬとの意見もあった（清宮
四郎参考人)｡」
憲法調査会は，その調査審議にあたり，広く国民各層の意見を聴くために，昭和33年11
月より昭和36年3月に至る間に，都道府県別公聴会を，ついで昭和37年2月より9月に至
《註23）
る間に，地区別公聴会（全国九地区）と，中央公聴会を開催している。なお，昭和37年3
月より5月にかけて，アメリカ合衆国，カナダで行われた海外調査において，ワシントン
0000
大学のマー チン教授は，「宗教団体を除外し，教育機関・慈善団体に，法に定める基準に
（註24）
従って国庫から援助を与えるようにすべきである｡」という意見を述べているが，問題は，
OOOOO
この宗教団体のなかに，一切の宗教系学校を含むと解すべきか否かであろう。ほとんどの
’
li
1I
??
憲法調査会報告醤付属文茜第4号「憲法運用の実際についての調査報告醤一国会・内閣・財政
地方自治」昭和39年憲法調査会第二委員会P327～P328
この詳細は附属文諜第11号「公聴会に関する報告罫」の各所に報告されて’､る･
前掲附属文盤第12号「海外調査に関する報告醤」P163
註22.
??
?????
私立学校助成制度と憲法解釈 85
学説はそのように解していることに注目すべきであろう。
調査会は，これらの調査・公聴会の結果に基づいて，問題点を決定，討議を行ない，昭
和38年6月以降には，起草委員会を設けて報告書作成の審議を続けて，昭和39年7月3日
第131回総会において「憲法調査会報告書」を確定した。憲法第89条について，この報告
（註25）
書は次のように述べている。
「現行憲法第89条は，宗教，または公の支配に属しない慈善・教育ヤ博愛の事業に対する
公金および公の財産の支出および使用を規制しているが，この規定は合理的でもなく，ま
たわが国の実情にもそわないものであるから廃止または改正すべきであるとする意見が多
数を占めている。
その理由としては，これらの事業に対してむしろ国が積極的に助成することにより，そ
の健全な発展を図る必要がある場合のほうが多いという意見が述べられており，また，特
に教育の中立性は必要であるとしても，それは，このような制度によるべきではないとさ
れている（郡祐一委員・大石義男委員・吉村正委員・山崎厳委員)｡
しかし，これに対して，この第89条の趣旨は維持すべきであり，実際上の問題は運用に
よって措置しうるとし，したがってこの規定は改正を要しないとする見解も見られる。す
なわち，第89条は，要するに政府の財政補助を通して，これらの事業が政府の支配，拘束
の下に立つことを防止しようとするものであり、それが日本の実情に合わない点があると
しても，それは，、公の支配、という文字の解釈により融通性のある運用が可能であると
されている（田上穣治委員)｡」
なお本条が解釈上これ程の問題があるにもかかわらず，判例が一件もないことは注目に
価しよう。
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註25．「憲法調在会報告剛II{{39憲法調査会P705～706
